
１．貸借対照表（Ｂ／Ｓ）

　【借方】資金の使途

　　　　　資金を何に使ったか？

（道路や学校、基金や現金預金など）

　【貸方】資金の調達

　　　　　資金をどこから調達したか？

　負債･･･資産形成のための借金

　　　　（将来世代が負担）

　純資産･･･資産形成のためにすでに

　　　　　支払った額（現世代が負担）

２．行政コスト計算書（Ｐ／Ｌ）

　【経常行政コスト】

　　行政サービスを提供するためのコスト（費用）

　　市職員の人件費や市が負担する補助金、固定

　　資産の減価償却費などが含まれます。

　【経常収益】

　　行政サービスの直接の対価

　　体育館使用料や住民票の手数料などが

　　含まれます。

　【純行政コスト】

　　純行政コスト＝経常行政コスト－経常収益

　　

令和6年度決算一般会計等財務書類（概要版）

行政コスト計算書（民間企業では損益計算書）とは、経常費用を勘定科目別に区分して、
どの区分にどれだけ費用がかかっているのか、収入はどれくらいあるのかを表した財務書
類です。

地方公共団体における貸借対照表（バランスシート）とは、これまでの行政活動によって
形成された道路、建物や土地などの資産と、その資産を形成するために要した負債や財源
との関係を表した財務書類です。

図の左側である「借方」に資金の使途を、右側の「貸方」に資金の調達を記載します。

借方 貸方

 1 固定資産  1 固定負債
（１）事業用資産  2 流動負債
（２）インフラ資産

（３）投資その他の資産 負債

 2 流動資産

資産 純資産

（１）人件費

  （分担金・負担金・寄附金等）

経常収益

経常行政コスト

 １ 業務費用

（２）物件費等

（３）その他の業務費用

 ２ 移転費用

 1 使用料及び手数料

 2 その他の収益

純行政コスト
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３．純資産変動計算書（Ｎ／Ｗ）

　【期首純資産残高】

　　前年度末の純資産残高

　【期末純資産残高】

　　今期末の純資産残高

４．資金収支計算書（Ｃ／Ｆ）

 【業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支】

　　各分野ごとに投入した資金と、その収支額

　【当年度資金増減額】

　　今年度の資金の増減額

　【期末資金残高】

　　今年度末の資金残高

５．その他

１年基準とは、貸借対照表の表示における流動・固定を分類するに当たり、貸借対照表日の翌日
から１年以内に入金または支払いの期限が到来するものを流動資産または流動負債、それ以外の
ものを固定資産または固定負債とする分類基準です。

一般会計等財務書類（概要版）は百万円単位を四捨五入して作成しているため、端数が合わない
場合があります。

資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）とは、自治体における１年間の収入と支出
を業務活動、投資活動、財務活動に分類して、支出と財源の関係など資金を何に使い、
どのように調整したかを見るための財務書類です。

作成基準日は令和７年３月31日としています。ただし、出納整理期間（令和７年４月１日～令和
７年５月31日）における出納については、基準日までに取引が行われたものとして取り扱いま
す。

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部が１年間でどのように増減したのかを
計算する財務書類です。その計算は、期首純資産残高に支出（純行政コスト）と財政
（税収等、国県等補助金など）との差額を加減して行います。

期首純資産残高

期末純資産残高

増加要因

減少要因

業務活動収支

支出、収入

投資活動収支

支出、収入

財務活動収支

支出、収入

当年度資金増減額

期首資金残高

期末資金残高

作成基準

１年基準の採用

端数処理
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(単位：百万円)

資産の部 R5年度 R6年度

１　固定資産 97,684 99,156

（１）有形固定資産 78,150 79,121

(1)事業用資産 59,342 59,468

　　　土地 20,990 20,981

　　　建物 87,739 89,528

　　　建物減価償却累計額 -54,432 -56,295

　　　その他 5,045 5,254

(2)インフラ資産 17,878 18,904

　　　土地 11,461 11,638

　　　建物 2,311 2,712

　　　建物減価償却累計額 -1,796 -1,813

　　　工作物 13,732 14,592

　　　工作物減価償却累計額 -7,905 -8,340

　　　その他 73 115

(3)物品 930 749

（２）無形固定資産 33 21

（３）投資その他の資産 19,501 20,014

　　(1)投資及び出資金 462 410

　　(2)長期延滞債権 275 280

　　(3)長期貸付金 108 119

　　(4)基金 18,698 19,249

　　(5)徴収不能引当金 -43 -45

２　流動資産 9,688 10,190

　　(1)現金預金 2,660 3,179

　　(2)未収金 135 115

　　(3)短期貸付金　他 25 19

　　(4)基金 6,873 6,882

　　(5)徴収不能引当金 -6 -6

資産合計 107,373 109,345

貸借対照表（借方）

借　　　　　方

事業用資産
事業用資産は、インフラ資産及び物

品以外の有形固定資産をいいます。

具体的には、庁舎や公営住宅、学校、

社会教育施設等が該当します。取得

金額等から減価償却累計額を除いた

残額が

帳簿価額です。

インフラ資産
インフラ資産は、ネットワークの一

部であるものや性質が特殊なもので

ある有形固定資産をいいます。

具体的には、道路ネットワークや下

水処理システム、水道等が該当しま

す。取得金額等から減価償却累計額

を除いた残額が帳簿価額です。

長期延滞債権、未収金
税や使用料などの収入未済額が
計上されています。
未収金は今年度の収入未済額、
長期延滞債権は何年も前から回
収できていない収入未済額が計
上されています。

徴収不能引当金
徴収不能引当金は、過去の不納
欠損の実績から、回収ができな
いであろう収入未済を推計して
います。

基金（流動資産）
基金（流動資産）は、流動性の
ある財政調整基金です。
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(単位：百万円)

負債の部 R5年度 R6年度

１　固定負債 36,359 35,616

（１）地方債等 31,321 30,473

（２）退職手当引当金 4,292 4,535

（３）損失補償等引当金 0 0

（４）その他 746 607

２　流動負債 5,507 5,440

（１）１年内償還予定地方債 4,516 4,474

（２）賞与等引当金 446 460

（３）預り金 318 314

（４）その他 228 192

負債合計 41,866 41,055

純資産合計 65,506 68,290

負債及び純資産合計 107,373 109,345

純資産の部

貸　　　　　方

貸借対照表（貸方）

退職手当引当金
現在の職員が全員普通退職し
た場合の退職手当を推計して
います。
退職手当に対する積立（準
備）がどのくらいできている
かを、退職手当組合基金の積
立金と比較し、不足分につい
ては退職に備え準備する必要
があります。

純資産
資産を形成するにあたって、

既に支出した金額が計上され

ます。

一般財源のみならず、受け入

れた国県等補助金もここに計

上されます。

資産に対する純資産の割合が

大きいほど健全に（借金に依

存しないで）資産を形成する

ことができているといえます。

負債は将来世代の負担、純資

産は現代世代の蓄えです。

負債の割合が少なく、純資産

が多い方が、より健全な運営

を行っているといえます。

１年に１回の健康診断！

毎年きちんと健康診断（財務状況の診断）を受け、市の財政状況

をチェックします。

賞与引当金
賞与引当金は、当該年度の12月

から３月までの期末手当・勤勉

手当等の支払額を推計して計上

します。
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(単位：百万円)

科　目　名 R5年度 R6年度

　経常費用 50,780 51,080

１　業務費用 20,695 21,422

（１）人件費 7,363 8,204

　　(1)職員給与費 5,696 6,133

　　(2)賞与等引当金繰入額 446 460

　　(3)退職手当引当金繰入額 30 243

　　(4)その他 1,191 1,367

（２）物件費等 12,865 12,762

　　(1)物件費 8,860 8,685

　　(2)維持補修費 1,332 1,346

　　(3)減価償却費 2,673 2,731

　　(4)その他 0 0

（３）その他の業務費用 467 455

　　(1)支払利息 115 110

　　(2)徴収不能引当金繰入額 49 51

　　(3)その他 303 295

２　移転費用 30,085 29,658

　　(1)補助金等 9,867 8,383

　　(2)社会保障給付 16,763 17,924

　　(3)他会計への繰出金 3,438 3,336

　　(4)その他 18 15

 経常収益 1,319 1,324

 使用料・手数料 696 672

 その他 622 652

 純経常行政コスト

(経常費用－経常収益)

臨時損失 435 658

臨時利益 30 41

純行政コスト 49,866 50,373

49,461 49,756

行政コスト計算書
経常費用
１ 人件費

職員給与費や退職手当など

の発生分です。

２ 物件費等

物件費や維持補修費などで

す。減価償却費もここに入

ります。減価償却が進むと

貸借対照表の減価償却累計

額は徐々に増加していきま

す。

３ 移転費用

他団体に支出する費用（補

助金や社会保障給付費、他

会計への繰出金）です。

施策的にどの分野にコスト

が投入されているか確認す

ることができます。

経常収益
直接的なサービスに対する

収入等（施設使用料や手数

料等）です。

純経常行政コスト
経常費用から経常収益を
控除したものが計上され
ます。
ここで計上されたコスト
は、サービスに対する直
接収入で賄いきれなかっ
たコストとなるため、税
や国県補助などの財源で
賄われることになります。

１年間でどのようにカロリー

を消費したか（何にコストを

かけているか）を表していま

す。
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（単位：百万円)

科　目　名 R5年度 R6年度

前年度末純資産残高 62,155 65,506

 純行政コスト（△） -49,866 -50,373

　財源 53,087 53,214

　　税収等　 33,744 34,604

　　国県等補助金 19,343 18,610

　本年度差額 3,221 2,840

 資産評価差額 128 -52

 無償所管換等 2 -5

　本年度純資産変動額 3,351 2,784

 本年度末純資産残高 65,506 68,290

（単位：百万円)

R5年度 R6年度

業務活動収支 5,206 5,032

　支出（人件費、物件費、社会保障給付費等） 47,993 48,039

　収入（地方税、地方交付税、国県等補助金など） 53,522 53,611

　臨時支出（災害復旧事業費、その他） 402 652

　臨時収入 79 111

投資活動収支 -2,709 -3,384

　支出（公共施設等整備費、基金積立金等） 8,568 10,028

　収入（国県等補助金、基金取崩等） 5,859 6,644

財務活動収支 -1,784 -1,126

　支出（地方債償還等） 4,775 4,752

　収入（地方債発行等） 2,991 3,626

 本年度資金収支額 713 522

 前年度末資金残高 1,630 2,343

 本年度末資金残高 2,343 2,865

 前年度末歳計外現金残高 322 318

 本年度歳計外現金増減額 -5 -4

本年度末歳計外現金残高 318 314

 本年度末現金預金残高 2,660 3,179

資金収支計算書

純資産変動計算書

科　目　名

純経常行政コストに臨時

損益を加味した純行政コ

ストを賄う収入が財源に

計上されます。

その他、臨時損益、資産

評価替などの要因を経て、

最終的に純行政コストが

収入で賄いきれていれば、

純資産が昨年度よりも増

加します。

純資産が期首（＝前年度

末）よりも期末（＝本年

度末）のほうが大きく

なっていれば、財政状態

が改善していることにな

り、健全な財政活動を

行ったことになります。

資金の流れを

「業務活動収支」

「投資活動収支」

「財務活動収支」

に分類し、資金を

何に使いどこから

調達したのかを見

ることができます。
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